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（⽬的） 
第１条 本指針は、神⼾⼤学（以下「本学」という。）において運⽤する神⼾⼤学機関リポジ 

トリ「神⼾⼤学学術成果リポジトリ（Kernel）」（以下「リポジトリ」という。）の運⽤⽅ 
針を定めることを⽬的とする。 

 
（定義） 
第２条 本指針において「リポジトリ」とは、本学において作成された電⼦的形態の教育・ 

研究成果を収集、蓄積、保存し、学内外に無償で発信・提供することにより、本学の学術 
研究の発展に資するとともに、社会に貢献するためのシステムをいう。 

 
（管理・運⽤） 
第３条 リポジトリの管理・運⽤は附属図書館において⾏うものとする。 
 
（登録資格者） 
第４条 リポジトリに教育・研究成果を登録できる者（以下「登録資格者」という。）は、次 

に掲げる者とする。 
（１） 本学に在籍する、⼜は在籍した役員及び職員（⾮常勤職員を含む。） 
（２） 本学⼤学院研究科に在籍する、⼜は在籍した⼤学院学⽣及び研究⽣ 
（３） 本学内に事務局を持つ、⼜は上記（1）および（２）に該当する者が委員・代表を務 

める団体 
（４） 本学において研究に携わる者 
（５） その他、附属図書館⻑が適当と認めた者 
 
（登録対象） 
第５条 リポジトリに登録することができる教育・研究成果は、次に掲げる要件を満たすも 

のとする。 



（１） 学術的価値を有するものであり、次に掲げる区分のいずれかに属するものであるこ 
と。 
① 学術論⽂ 
② 博⼠学位論⽂ 
③ 図書 
④ 学術報告書 
⑤ 科学研究費補助⾦研究成果報告書（最終報告書） 
⑥ データ 
⑦ 教材 
⑧ ソフトウェア 
⑨ その他公開可能な教育・研究成果 

（２） 原則として、内外の学術機関により公表されたもの、⼜は公表が認められたもので
あること。 

（３） 登録資格者が作成に関与した教育・研究成果であること。 
（４） 法令上、社会通念上⼜は情報セキュリティ上の問題が⽣じないものであること。 
（５） 本学が定める規程等に照らして問題が⽣じないものであること。 
（６） 公開することについて問題が⽣じないものであること。 
 
（教育・研究成果の登録） 
第６条 登録資格者は、所定の⼿続きに従って、教育・研究成果をリポジトリに登録するこ 

とができる。 
2 附属図書館は、登録資格者による教育・研究成果のリポジトリへの登録を⽀援する。 
 
（教育・研究成果の保存と公開） 
第７条 附属図書館は、登録された教育・研究成果をリポジトリに恒久的に保存し、無償で 

公開する。 
２ 附属図書館は、あわせて、教育・研究成果に関する情報（タイトル、著者、抄録等）を 

メタデータとして公開し、その利活⽤促進を図る。 
３ ただし、前各項において、著作権が発⽣するものについては、公開の可否・利⽤条件等 

に関する著作権者による指定がある場合、その指定に従う。 
 
（教育・研究成果の利⽤） 
第８条 リポジトリに登録・公開された教育・研究成果及び抄録等の著作権が発⽣するメタ 

データを利⽤する者は、著作権法に規定されている私的使⽤、引⽤等の範囲を超えて利⽤ 
しようとする場合、著作権者の許諾を得なければならない。ただし、利⽤条件が明⽰され 
ている場合はこの限りでない。 



 
（教育・研究成果の削除） 
第９条 附属図書館は、次のいずれかに該当する場合は、リポジトリに登録された教育・研 

究成果を削除できる。 
（１） 登録した者から削除の申請があり、附属図書館運営委員会がこれを承認した場合 
（２） 附属図書館運営委員会において公開を不適当であると判断し、削除することを決定 

した場合 
 
（免責事項） 
第１０条 本学は、教育・研究成果及びメタデータのリポジトリでの登録・利⽤によって⽣ 

じたいかなる損害についても、⼀切責任を負わないものとする。 


